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１　事務事業執行概要
改革推進グループ

１　業務改革の推進

日頃の業務執行やサービスを振り返る契機とすることや、職員が自発的、自立的に業務改善に取組む機運を高めるための意識啓発の一環として、１２月に「カイゼン（業務改善強化）月間」を設け、各職場で取り組んでいる改善事例を募集したほか、業務改善に係る職員提案を募集した。２月には「平成２８年度カイゼン月間事例発表審査会」を開催し、優秀事例の選出や表彰を通じて、全庁への展開（共有）を図り、業務改善の推進、職員の改善意識の向上に努めた。

２　着実な行財政運営改革の推進

人口構造の変化やグローバル化の進展など、時代環境の変化を見据え、自律的な行財政マネジメントや新たな発想・視点からの行政展開を軸に、今後の行財政運営改革の基本方針を示す、「行財政改革推進プラン（案）」（平成27年2月策定・公表）の進捗状況について取りまとめ公表した。

３　規制・サービス改革

大阪府市の成長戦略の推進や産業の活性化等に資するための規制緩和や制度の改善について、外部の専門家による高度かつ客観的な観点から調査審議するため、大阪市と共同で設置した「大阪府市規制改革会議」から平成26年3月に答申のあった提言のうち、その具体化に向けて国への提案等を行ったものについて、進捗状況の公表を行った。

４　社会保障・税番号（マイナンバー）制度

社会保障・税番号（マイナンバー）制度は、住民票を有する全ての方に１人１つの番号を付して、社会保障、税、災害対策の分野で効率的に情報を管理し、複数の機関に存在する個人の情報が同一人の情報であることを確認するために活用されるものであり、行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平かつ公正な社会を実現する社会基盤である。国が構築するネットワークに接続するための庁内システムの環境整備や、特定個人情報保護評価の実施、業務の見直し等の作業を全庁で実施する必要がある。そのため、「マイナンバー制度連絡会議」を設置し、庁内の総合調整と進捗管理を行った。

　　○マイナンバー制度連絡会議　　　　　　開催回数　１回

５　知的ストックの活用（ナレッジマネジメント）

行財政改革推進プラン（案）における、「知的ストックの活用（ナレッジマネジメント）」の取組みとして、庁内ウェブページ（ホーム）に、事務フローやマニュアルなど関連情報を集約した「しごとポータルサイト」を設置し、効率的で効果的な業務遂行を図っている。

９月には、利用者ニーズと改善点の把握を目的として、利用者アンケートを実施し、この結果を踏まえ、利用者の声を反映させた改善を行った。
〇しごとポータルサイトの機能拡張（リンク投稿機能）

公民連携グループ

１　公民連携の推進

行政と民間が多様な形で連携することにより、行政スタイルの転換を進め、効率的でより質の高い公共サービスを提供する公民協働の推進を図るため、新しい実例やノウハウの収集、ホームページへの掲載をはじめとする府民等への周知を図るとともに、新たな公民協働モデルの確立に努めた。

（1） 公民戦略連携デスクの設置・運営

　　平成27年4月より、企業や大学のワンストップ窓口としてのコンシェルジュ機能と、庁内からの提案を企業等と調整するコーディネート機能を兼ね備えた一元的な組織として、公民戦略連携デスクを設置、運営した。

　（活動実績）

・企業とのネットワーク構築　約３５０社

・包括連携協定の締結　１７件３０社

・部局と企業の事業マッチング（成立数）　２２０件　　等

（2） 包括連携協定の締結

地方創生を通じて個性豊かで魅力ある地域社会の実現等に向けた取組みが進む中、府が企業と連携・協働した活動をより一層深化させるため、包括連携協定を締結した。

（協定締結実績）
・平成２１年　７月　　株式会社ローソン

・平成２２年　６月　　イオン株式会社

・平成２２年１２月　　株式会社セブン‐イレブン・ジャパン

・平成２３年　７月　　株式会社ファミリーマート

・平成２７年　７月　　株式会社りそな銀行

・平成２８年　１月　　大阪信用金庫

・平成２８年　２月　　西日本高速道路株式会社（NEXCO西日本）

・平成２８年　５月　　大塚製薬株式会社
・平成２８年　５月　　株式会社関西ぱど
・平成２８年　７月 　 損害保険ジャパン日本興亜株式会社

・平成２８年　８月 　 ヤマト運輸株式会社

・平成２８年　８月 　 佐川急便株式会社

・平成２８年１１月　　大阪地区トヨタ各社（14社）

・平成２８年１１月　　三井住友海上火災保険株式会社

・平成２８年１１月　　東京海上日動火災保険株式会社

・平成２９年　２月　　大阪いずみ市民生活協同組合

・平成２９年　２月　　株式会社ハークスレイ

（3） 広告事業等民間資金活用の推進

　　新たな財源の確保と府民サービスの向上を図るため、府が保有する資産を広告媒体として有効活用する広告事業等を推進している。

広告事業については、平成２８年度も引き続き、府ホームページのバナー広告をはじめ、各種リーフレット・封筒等印刷物への広告掲載や広告付き案内表示板の設置などを実施した。

（４）地域貢献企業バンク制度の運営　

　　　　企業の社会貢献活動と府の施策のマッチングを図り、公民協働の取組みを促進する制度として、「大阪府政・地域貢献企業登録制度（地域貢献企業バンク）」を平成１８年９月に創設。平成２８年度においても、登録企業と各種施策のマッチングによる、新たな公民連携の取組みの実現に努めた。

　　　　　　　　登録企業数：９５社（平成２８年度末）

制度運営・出資法人グループ
１　出資法人改革の推進

平成２０年度に策定した「財政再建プログラム（案）」及び平成２２年１０月に策定した「大阪府財政構造改革プラン（案）」で見直し対象とした指定出資法人ごとに改革の方向性の具体化を図った。

「出資法人等への関与事項等を定める条例」に基づき、経営評価を活用してＰＤＣＡサイクルによる経営改善の促進を図るとともに、役員報酬等の公表義務づけにより法人運営の透明性の向上を図った。

大阪府出資法人の設立及び運営指導等に関する事務要綱に基づき、指定出資法人の経営の評価及び中期経営計画の策定を行うに当たり、外部の有識者で組織する「大阪府指定出資法人評価等審議会」において、必要に応じて専門的な観点から意見を聴取した。また、平成２８年度は指定出資法人への人的関与の必要性、指定出資法人の役員報酬制度について、同審議会で点検を実施し、取りまとめられた意見書等を踏まえ、見直しを行った。

○大阪府指定出資法人評価等審議会（平成２８年度実績）

　　　委員数　　１３名（平成28年12月1日以降は９名）
　　　開催回数　２０回（経営評価制度等１０回、役員報酬制度・人的関与の点検１０回）

○指定出資法人数の推移（４月１日現在、但し平成27年度は４月２日現在）
	年　　度
	平成２５年度
	平成２６年度
	平成２７年度
	平成２８年度
	平成２９年度

	法人数
	２３
	２３
	２１
	２１
	２１


２　地方独立行政法人に関する事務
　　地方独立行政法人法（平成１６年４月施行）に基づき、公立大学法人大阪府立大学（平成１７年４月設立）、地方独立行政法人大阪府立病院機構（平成１８年４月設立）、地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所（平成２４年４月設立）、大阪府市地方独立行政法人大阪産業技術研究所（平成２９年４月設立）及び地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所（平成２４年４月設立）の業務実績の評価等を行うため、大阪府地方独立行政法人評価委員会条例（平成１６年４月施行）に基づき設置した評価委員会の運営を行った。

○大阪府公立大学法人大阪府立大学評価委員会　　　　　委員数　５名　開催回数　７回

○大阪府地方独立行政法人大阪府立病院機構評価委員会　委員数　５名　開催回数　４回

○大阪府地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所評価委員会（平成２８年度末に廃止）
　委員数　５名　開催回数　３回
○大阪府市地方独立行政法人大阪産業技術研究所評価委員会（※）

委員数　５名　開催回数　２回

○大阪府地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所評価委員会

委員数　５名　開催回数　４回

３　大阪版市場化テストの実施

大阪版市場化テストについては、公共サービスの質の向上と効率化を目的に、外部の視点を反映しながら、平成１９、２０年度において、公民比較を行い、平成２７年度末現在７業務について外部委託している。これら７業務のサービスの質の維持、向上を図るため、その業務の履行の確認、点検等（モニタリング）を行う「大阪版市場化テスト対象業務モニタリング審議会」において、その業務の履行の確認、点検等（モニタリング）を行った。

（平成２７年度運営状況）

・大阪版市場化テスト対象業務モニタリング審議会　　委員数　４名　開催回数　３回


４　公の施設の運営改善に向けた取組み
公の施設におけるＰＤＣＡマネジメントサイクルの運用を各部局において、より効果的に推進するため、定期的に実施している利用者満足度調査のあり方を見直すとともに、指定管理者制度の適切な運営を推進した。


５　建設事業評価に関する事務

　府及び府が設立する地方独立行政法人が実施する建設事業（総事業費1億円以上）の評価にあたり、一定の要件に該当する事業について、学識経験者等で構成する「大阪府建設事業評価審議会」において、意見を聴取した。

　　○大阪府建設事業評価審議会（平成２７年度実績）

　　　　委員数　　　６名

　　　　開催回数　　７回（別途、現地視察１回）

審議件数　　１２件

　事前評価　　　　　　　４件
再評価・再々評価　　　８件

事務事業実績





平成２９年度より、ＩＴ・業務改革課へ事務所管替え





平成２９年度より、ＩＴ・業務改革課へ事務所管替え





平成２９年度より、企画推進グループへ事務移管


（※については、平成２９年度より、ものづくり支援課へ事務移管）





平成２９年度より、企画調整グループへ事務移管





平成２９年度より、企画調整グループへ事務移管





平成２８年度より、改革推進グループへ事務移管





平成２９年度より、企画調整グループへ事務移管





平成２９年度より、企画調整グループへ事務移管
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